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児童発達支援センター機能強化事業補助金交付要綱 

 

平成２７年１月９日制定 障第３４６０号 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、地域の障害児療育支援において児童発達支援センターが果たすべき

中核的機能の強化を図るため、県内の法人が実施する児童発達支援センター機能

強化事業に対して、予算の範囲内において、千葉県補助金等交付規則（昭和３２

年千葉県規則第５３号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき補助金を交

付する。 

              

（補助対象者） 

第２条 補助の対象とする者（以下「補助対象者」という。）は、市町村、社会福祉

法人等の法人格を有する者で、法人が運営する児童発達支援センターの所在地が

県内（政令市及び中核市を除く。）であるものとする。 

ただし、宗教活動、政治活動、選挙活動、特定の公職者（候補者を含む）又は

政党を推薦、支持、反対することを目的とする活動、暴力団又は暴力団員の統率

下にある活動を目的とする者は除く。 

                 

（補助事業） 

第３条 補助の対象とする事業（以下、「補助事業」という。）は、児童発達支援セ

ンターが、同一の障害保健福祉圏域にある児童発達支援事業所、放課後等デイサー

ビス事業所、特別支援学校、保育所、幼稚園、児童相談所、保健所、市町村等とネッ

トワークを構築して、情報共有を図るための会議を開催したり、職員の支援技術

を向上させるための研修会を開催する事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業を実施

するにあたり要する経費のうち、次に掲げるものとする。 

（１）賃金 

（２）報償費 

（３）旅費 

（４）需用費（消耗品費、食糧費及び印刷製本費に限る。） 

（５）役務費（通信運搬費に限る。） 

（６）委託料 

（７）使用料及び賃借料 

（８）前各号に掲げる経費のほか、補助事業の実施に関し知事が特に必要であると

認めたもの 
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（補助率等） 

第５条 補助率は補助対象経費の１０分の１０以内とする。ただし、補助額の上限

は１０万円とする。 

（交付申請） 

第６条 規則第３条の規定により補助金の交付を受けようとする者は、知事が定め

る日までに、交付申請書（第１号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定） 

第７条 規則第４条の規定により補助金の交付申請があり、申請基準を充足する法

人が３ヶ所以上ある場合は、千葉県発達障害者支援センターの意見を聴いた上で

補助対象者を選定し、交付決定を行う。 

 

（交付条件） 

第８条 規則第５条により付する条件は次のとおりとする。 

（１）補助事業の内容を変更する場合は、知事の承認を受けること。ただし、その

変更が当該補助事業に係る経費の額の１０パーセント以内であるときは、この

限りでない。 

（２）補助事業を中止又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

（４）その他知事が必要と認める条件 

 

（変更の承認） 

第９条 前条の規定により、補助事業の内容の変更について承認を受けようとする

ときは、変更承認申請書（第２号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（中止等の承認） 

第１０条 第８条の規定により補助事業の中止又は廃止の承認を受けようとすると

きは、中止（廃止）承認申請書（第３号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１２条の規定により実績報告をしようとするときは、補助事業の

完了した日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定に係る会計

年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに実績報告書（第４号様式）を

知事に提出しなければならない。 

 

（交付の請求） 

第１２条 規則第１５条の規定により補助金の交付を受けようとするときは、交付

請求書（第５号様式）を知事に提出しなければならない。 
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（概算払の請求） 

第１３条 規則第１６条第２項の規定により補助金の概算払を受けようとするとき

は、概算払請求書（第６号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（書類の保管） 

第１４条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出について証拠書類を整備保管しておかな

ければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する県の会

計年度の翌年から５年間保存しなければならない。 

     

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、健康福祉部長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年１月９日から施行し、平成２６年度予算について適用す

る。 

 

 


